
中小規模事業所を対象とした

地球温暖化対策報告書制度

令和6年度（2024）

地球温暖化対策実施状況(事業者)

A0463

NTT都市開発株式会社

代表者名 代表取締役社長　池田　康

所在地 千代田区

報告事業所数 19事業所

CO2排出量

報告事業所の燃料等使用に伴うCO2排出量合計

10819 t-CO2

スコープ別CO2排出量（任意の報告項目）

Scope1 t

Scope2 t

Scope3 t

CO2排出削減目標（任意の報告項目）

年度までに ％ 削減

省エネルギー対策の取組状況
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令和6年度

2024

令和7年度

2025

令和8年度

2026

令和9年度

2027

令和

2

2030年度の達成基準

基準年度 2021 年度 - - -

削減率 11 ％ - - -

事業者の目標・計画

基準年度の

エネルギー使用量 - - -

基準年度からの

削減率の目標
1 ％ 3 ％ 5 ％ 7

取組状況

基準年度からの

削減率 - - -

2030年度の達成基準

ベンチマーク

適合事業所数① - - - -

①のうちレンジA以上

事業所割合
- - - -

事業者の目標・計画

適合事業所における

レンジA以上の

事業所割合の目標
- - -

取組状況

適合事業所のうち

レンジA以上の

事業所割合
- - -

省エネ法における省エネ推進体制を活用し、ビル環境条件と設備運転スケジュール見直しの実施、及

びエネルギー消費状況の見える化を推進する計画

再生可能エネルギー利用の取組状況

令和6年度

2024

令和7年度

2025

令和8年度

2026

令和9年度

2027

令和

2

2030年度の達成基準

すべて表示
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令和6年度

2024

令和7年度

2025

令和8年度

2026

令和9年度

2027

令和

2

合計電気使用量のうち

再エネ電気使用割合 50 ％ - - -

事業者の目標・計画

合計電気使用量のうち

再エネ電気使用割合 80 ％ 100 ％ 100 ％ 10

取組状況

合計電気使用量のうち

再エネ電気使用割合 - - -

2030年度の達成基準

全事業所のうち100％

再エネ電気使用割合
- - - -

事業者の目標・計画

全事業所のうち100％

再エネ電気使用割合 - - -

取組状況

全事業所のうち100％

再エネ電気使用割合 - - -

非化石証書によるオフセット、電力会社からの再エネ購入、およびオフサイトPPAを推進し、2025年

度末には全ビル再エネ化を達成予定(一部、対象外あり)

組織体制の整備状況

取組方針

■エネルギー使用状況の共有化　ビルの建物入居者と建物維持管理者、並びに本社、営業所等の管理

部門等を含めたビル関係者とのエネルギー使用状況を共有化しエネルギー削減に努める。■地球温…

実施項目

A101 地球温暖化対策の方針等の設定

A102 温暖化対策推進担当の配置

A103 具体的な取組目標と内容の設定

すべて表示

すべて表示

2026/02/02 10:14 温暖化対策(事業者) :: 地球温暖化対策報告書制度

https://www8.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/ondanka/ad135gcce/index.html?ac=measure&sys=13&ent=00570&year=2024&type=ent 3/5



2030年度の達成水準と先進的取組

①省エネルギー対策

(Ⅰ) 2030年度達成

水準への到達

(Ⅱ) 先進的取組の

事業所割合

令和6年度

(2024)
5 ％

令和7年度

(2025)
- -

令和8年度

(2026)
- -

令和9年度

(2027)
- -

令和10年度

(2028)
- -

令和11年度

(2029)
- -

令和12年度

(2030)
- -

②再エネ利用

(Ⅰ) 2030年度達成

水準への到達

(Ⅱ) 先進的取組の

事業所割合

令和6年度

(2024)
10 ％

令和7年度

(2025)
- -

令和8年度

(2026)
- -

令和9年度

(2027)
- -

令和10年度

(2028)
- -

令和11年度

(2029)
- -

令和12年度

(2030)
- -

③CO2排出削減

①②の実績から総合的に評価

令和6年度

(2024)

令和7年度

(2025)
-
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①②の実績から総合的に評価

令和8年度

(2026)
-

令和9年度

(2027)
-

令和10年度

(2028)
-

令和11年度

(2029)
-

令和12年度

(2030)
-

CO2排出削減の評価

◎：Advanced 2030Tokyo賞(仮)（省エネ、再エネともに達成水準を達成し、かつ先進的取組を

過半数以上の事業所で実施）

◯：2030Tokyo賞(仮)（省エネ、再エネともに達成水準を達成）

お問い合せ | サイトポリシー | サイトマップ

本サイト上の文書や画像等に関する諸権利は東京都に帰属します。

本サイト上の文書・画像等の無断使用・転載を禁止します。
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